
茅ヶ崎市内部通報制度に関する要綱

（目的）

第１条 この要綱は、職員及び関係者からの市政の運営に関する違法又は不当な行為の事

実に関する通報（以下「内部通報」という。）の処理について必要な事項を定めること

により、市政運営の公正を保つとともに、市民から信頼される市政を確保することを目

的とする。

（定義）

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。

(1) 職員 地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第３条第２項に規定する一般職

にあるもの（県費負担教職員を除く。）及び同条第３項第３号に掲げるもの

(2) 関係者

ア 市長等を労務の提供先とする労働者（労働基準法（昭和２２年法律第４９号）第

９条に規定する労働者をいう。）で職員以外のもの

イ 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に規

定する指定管理者をいう。）の労働者で、現に市の公の施設（地方自治法第２４４

条第１項に規定する公の施設をいう。）の管理の業務に従事するもの

ウ 市の事務又は事業の委託を受けたもの又はその労働者で、現に当該委託に係る業

務に従事するもの（同号イに該当するものを除く）

エ 内部通報書の提出を受け付けた日から過去１年以内に職員又は同号アからウであ

ったもの

(3) 法令 法律及び命令（告示を含む。）並びに条例及び規則をいう。

(4) 市長等 地方公務員法第６条第１項に規定する任命権者をいう。

(5) 通報者 内部通報を行った職員及び関係者をいう。

（内部通報）

第３条 職員及び関係者は、市政の運営に関し、法令に違反し、若しくは違反するおそれ

がある行為（以下、「違法行為」という。）又は不当な行為があると思料するときは、

別表に掲げるもの（以下「通報窓口」という。）に内部通報をすることができる。

２ 内部通報は、次の項に定める必要事項を記載した内部通報書（別記様式）を通報窓口



に提出すること（郵便の送付又は電子メールの送信により提出することを含む。）によ

り行うものとする。ただし、別表の１の項に掲げる者にあっては、郵送に限る。

３ 内部通報書には、行為の内容、証拠の状況その他必要事項を記載しなければならない。

ただし、不当な行為に係る内部通報を行うときは、内部通報書に通報者の氏名を記載し

なければならない。

（職員の責務）

第４条 職員及び関係者は、内部通報をするに当たっては、確実な資料に基づき誠実に行

うよう努めなければならない。この場合において、職員及び関係者を誹謗中傷し、又は

第三者に損害を与えることを目的とする通報、人事上の処遇への不満その他の個人的な

感情による通報等をしてはならない。

（通報者の保護）

第５条 市長等は、通報者又は内部通報に係る相談をした職員に対し、内部通報又は内部

通報に係る相談をしたことを理由として、懲戒処分その他の不利益な取扱いをしてはな

らない。

（通報窓口の職務）

第６条 通報窓口は、次の事務を行う。

(1) 内部通報の受付及び報告に関すること。

(2) 内部通報をしようとする職員及び関係者からの当該案件に係る違法性の有無等に関

する相談に関すること。

(3) 前２号に掲げるもののほか、市長が必要と認める業務に関すること。

２ 通報窓口の業務に従事する者は、内部通報又は相談のあった事件について、自己に関

するとき又は自己に関する可能性があるときは、前項で規定する業務に従事することは

できない。

３ 通報窓口の業務に従事する者は、この要綱に基づく報告、公表等を行う場合を除き、

職務に関して知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とする。

（内部通報の受付）

第７条 通報窓口は、内部通報書の提出があったときは、誠実にその内容を聴取し、趣旨

の確認に努めなければならない。

２ 通報窓口は、内部通報書の内容が第４条又は次の各号のいずれかに該当するときは、



内部通報を行う職員及び関係者に理由を説明して、受付をしないことができる。

(1) 不正の利益を得る目的、他人に損害を与える目的その他の不正な目的であることが

明らかなとき。

(2) 内部通報を行う職員及び関係者に内部通報の内容について説明を求めた場合におい

て、当該内部通報に係る行為を行った者又は当該行為の内容を把握できず調査ができ

ないとき。

３ 通報窓口（別表の２の項に掲げる者を除く。）は、内部通報書の受付をしたときは、

内部通報書に必要な事項を記入の上、直ちに経営総務部行政総務課長（以下「行政総務

課長」という。）に送付しなければならない。

４ 行政総務課長は、前項の規定により送付を受けた内部通報書及び行政総務課長が受付

をした内部通報書を速やかに次条に規定する内部通報委員会に報告しなければならない。

５ 前項の場合において、通報者の実名は、報告しない。ただし、通報者から特に依頼が

あったときは、この限りでない。

（内部通報委員会）

第８条 通報者からの内部通報を調査するため、内部通報委員会を設置する。

（組織）

第９条 内部通報委員会は、委員長、副委員長及び委員をもって組織する。

２ 委員長は、主管の副市長をもって充て、副委員長は、他の副市長をもって充てる。

３ 委員は、経営総務部長及びくらし安心部長をもって充てる。

（委員長及び副委員長等）

第１０条 委員長は、内部通報委員会の会務を総理し、内部通報委員会を代表する。

２ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるときは、その職務を代理する。

（会議）

第１１条 内部通報委員会の会議は、委員長が招集し、その議長となる。ただし、委員長

に関する事件であったときは、副委員長がその職務を代理する。

２ 委員長、副委員長及び委員は、自己に関する事件については、その議事に加わること

ができない。

３ 内部通報委員会の会議は、委員の過半数が出席しなければ開くことができない。ただ

し、前項の規定による除斥のため半数に達しないときは、この限りでない。



４ 内部通報委員会の会議の議事は、出席委員の過半数で決し、可否同数のときは、議長

の決するところによる。

（意見の聴取等）

第１２条 内部通報委員会は、その任務を行うため必要があると認めるときは、会議に関

係者の出席を求め、その意見又は説明を聴くことができる。

（庶務）

第１３条 内部通報委員会の庶務は、行政総務課長、並びに経営総務部行政総務課総務担

当の職員（以下「総務担当」という。）において処理する。

２ 行政総務課長及び総務担当は、自己に関する事件については、その業務に従事するこ

とはできない。

（内部通報の受理等）

第１４条 内部通報委員会は、第７条第４項の規定による報告を受けたときは、内部通報

の受理又は不受理の決定をしなければならない。

２ 内部通報委員会は、前項の決定の内容（不受理の場合は、その理由を含む。）を市長

及び通報者に遅滞なく通知しなければならない。ただし、通知を希望しない通報者に対

しては、この限りでない。

（内部通報の調査）

第１５条 内部通報委員会は、前条第１項の規定により受理した内部通報について、調査

の必要があると認めたときは、直ちに調査を開始しなければならない。

２ 前項の調査に当たっては、職員及び関係者はこれに協力しなければならない。

３ 内部通報委員会は、調査を行う場合はその旨及び着手の時期を、調査を行わない場合

はその旨及び理由を通報者に対し、内部通報を受理した日から２０日以内に通知しなけ

ればならない。ただし、通知を希望しない通報者に対しては、この限りでない。

４ 第２項の規定により調査に協力した職員及び関係者は、調査に協力した事実及びこの

調査により知り得た事実を漏らしてはならない。

（調査結果の報告）

第１６条 内部通報委員会は、調査の結果、当該内部通報に係る事務事業に関し、違法な

事実等が存在すると認めたときは、その内容を証する資料とともに市長に報告しなけれ

ばならない。



２ 内部通報委員会は、調査の結果、当該内部通報に係る事務事業に関し、違法な事実等

の存在が認められなかったとき又は調査を尽くしても違法な事実等の存否が判明しない

ときは、その旨を市長に報告しなければならない。

３ 内部通報委員会は、調査の結果を、次条第２項の規定による市長からの通知の写しを

添付の上、通報者に通知しなければならない。ただし、通知を希望しない通報者に対し

ては、この限りでない。

（市長が講じる措置）

第１７条 市長は、前条第１項の規定による調査結果の報告を受けたときは、関連行政機

関の任命権者とともに違法行為等を是正し、再発を防止するために必要な措置を講じる

ものとする。

２ 市長は、前項の規定による措置を講じた場合は、利害関係人の秘密、信用、名誉、プ

ライバシー等に配慮した上で、その内容を内部通報委員会に通知しなければならない。

３ 市長は、調査にあたって通報者が不利益な取り扱いを受けていることを把握したとき、

並びに調査協力者による調査事項及び通報者に関する情報の漏洩を把握したときは、適

切な措置をとらなければならない。

４ 市長は、本要綱に基づく内部通報体制及び運用について、必要に応じて、点検及び評

価を行う。

（運用状況の公表）

第１８条 市長は、内部通報の件数及び概要を公表しなければならない。ただし、通報者

が特定される情報を公表してはならない。

（補則）

第１９条 この要綱の施行に関し必要な事項は、市長が別に定める。

附 則

（施行期日）

この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は、平成２６年４月３日から施行する。

附 則



１ この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。

２ 地方教育行政の組織及び運営に関する法律の一部を改正する法律（平成２６年法律第

７６号）附則第２条第１項の規定によりなお従前の例により在職するものとされた同法

による改正前の地方教育行政の組織及び運営に関する法律（昭和３１年法律第１６２

号）第１６条第１項の教育長については、改正後の第２条の規定にかかわらず、なお従

前の例による。

附 則

この要綱は、平成２８年３月１日から施行する。ただし、別表の２の項及び３の項の改

正規定は、平成２８年２月１５日から施行する。

附 則

この要綱は、令和４年６月１日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年２月９日から施行する。

附 則

この要綱は、令和５年４月１日から施行する。

別表（第３条関係）

１ 増井瑞穂弁護士

郵便番号 ２５３－００５２

住所 茅ヶ崎市幸町２番１１号コンフォール茅ヶ崎７０１号湘南茅ヶ崎法律事務

所

電話 ０４６７（８１）５９８０

２ 行政総務課長

郵便番号 ２５３－８６８６

住所 茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号

電話 ０４６７（８２）１１１１内線２５７９

メール ｔｕｕｈｏｕ０００１＠ｃｉｔｙ．ｃｈｉｇａｓａｋｉ．ｋａｎａｇａ



ｗａ．ｊｐ

３ 行政総務課総務担当

郵便番号 ２５３－８６８６

住所 茅ヶ崎市茅ヶ崎一丁目１番１号

電話 ０４６７（８１）７１１０

メール ｔｕｕｈｏｕ０００２＠ｃｉｔｙ．ｃｈｉｇａｓａｋｉ．ｋａｎａｇａ

ｗａ．ｊｐ



別記様式（第３条関係）

内 部 通 報 書

１ 通報者

フ リ ガ ナ

氏 名 記入年月日 年 月 日

所属（労務提供先）

住 所 〒

希望する連絡先・連 （自宅・携帯･その他連絡先）

絡方法

２ 内部通報の内容

内 容

具体的に、いつ、どこで、

誰が、何を、どのように、

何のために、なぜ生じたの

か。

対象となる法令違反等、

記入してください。

客観的に事実が説明でき

る資料がある場合は、必ず

添付してください。

記入欄が足りない場合は

、別紙（様式自由）に記載

し、添付してください。

受理（不受理）及び結果通知等 □必要 □不要

○ この通報書は、法令に違反する行為又は違反するおそれがある行為があったときに使用してください。

○ 職員及び関係者を誹謗中傷し、又は第三者に損害を与えることを目的とする通報、人事上の処遇への不満その他の個人的な感情による通報、給

与、勤務時間その他の勤務条件に係る通報はできません。また、通報者は、通報に基づき行われる調査に協力しなければなりません。

○ 通報者の氏名等は公にされません。

○ 不当な行為に係る内部通報を行う場合は通報者の氏名を記載してください（不当な行為とは公益通報者保護法第２条第３項各号に規定される通

報対象事実以外の行為を指します）。

３ 内部通報外部窓口の所感等

※内部通報外部窓口に通報した場合に通報窓口で記載します。

弁護士氏名


